
平成16年 3月期 中間決算短信（連結） 平成15年11月 6日

  
上 場 会 社 名 澤藤電機株式会社 上場取引所  東・大 

コード番号   6901  本社所在都道府県  東京都 
（URL http://www.sawafuji.co.jp）  
代   表   者 代表取締役社長 上光 勲  
問合わせ責任者 総務部部長 小澤 眞一 TEL(03)5999-3355 
中間決算取締役会開催日 平成15年11月 6日   
親会社名 (コード番号：    ) 親会社における当社の株式保有比率：   ％ 
米国会計基準採用の有無 無   
 
1.15年 9月中間期の連結業績（平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日） 
(1)連結経営成績                    (百万円未満切り捨て) 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
 百万円 % 百万円 % 百万円 % 

15年 9月中間期 15,230 15.3 399 34.7 423 63.4 
14年 9月中間期 13,207 35.4 296 - 259 - 
15年 3月期 27,210  585 531  
 

 中間(当期)純利益 
1株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後1株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円 % 円 銭 円 銭 

15年 9月中間期 183 11.4 8.51 -  
14年 9月中間期 165 - 7.64 -  
15年 3月期 216  10.04 -  
(注)①持分法投資損益 15年 9月中間期 - 百万円  14年 9月中間期 - 百万円  15年 3月期 - 百万円 

②期中平均株式数(連結) 15年 9月中間期 21,603,973株  14年 9月中間期 21,607,178株  15年 3月期 21,606,557株 
  ③会計処理の方法の変更   無 
  ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％  円 銭

15年 9月中間期 16,586  4,322 26.1  200.07 
14年 9月中間期 15,560  4,102 26.4  189.87 
15年 3月期 15,851  3,905 24.6  180.79 
(注)期末発行済株式数(連結) 15年 9月中間期 21,603,785株 14年 9月中間期 21,606,761株  15年 3月期 21,604,160株  

 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ･フロー 

投資活動による 
キャッシュ･フロー

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 

期  末  残  高 

  百万円 百万円 百万円  百万円

15年 9月中間期 1,027  △292 △872  681 
14年 9月中間期 828  △215 △1,856  589 
15年 3月期 1,450  △434 △2,030  818 
 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 4社 持分法適用非連結子会社数 - 社 持分法適用関連会社数 - 社 

 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結(新規) - 社 (除外) - 社 持分法(新規) - 社 (除外) - 社 

 

2.16年 3月期の連結業績予想（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日） 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 
  百万円 百万円 百万円 

通 期 28,821  655 227  
(参考)1株当たり予想当期純利益(通期) 10円50銭  

 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 
 実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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添付資料 

 
1.企業集団の状況 
当社の企業集団の状況は、その他の関係会社が１社、子会社が４社あり、当社は、そ
の他の関係会社の事業の用に供される製品の一部を製造し、それをその他の関係会社へ
納入しております。 
子会社４社は、主に当社の事業に係わる情報処理関連事業、運送事業、製品販売、製
造・販売を行っております。 
事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 
 
 

 
 

その他の関係会社 
日野自動車株式会社

得意先 

ディーゼル自動車他、各種 
車輌の製造、販売および修理 

当     社 

子会社 
株式会社 エス・エス・デー 

子会社 
株式会社 エス・テー・エス

子会社（オーストラリア） 
エンゲル・ディストリビューション Pty Ltd

子会社（イギリス）
マーコンサワフジ Ltd

材料・部品製品 

製品運送情報処理 製品 

情報処理関連事業 運送事業 卸売業 製造業 

 

 
 

2.経営方針 
(1)経営の基本方針 
当社グループは、「顧客に感動を」､「自然に清らかさを」､「社業に携わる人に栄
を」を経営 理念におき顧客満足度の向上に努め、人と環境にやさしく、継続的な成長
を目指し、社会・株主・社員に とって価値ある企業づくりを展開してまいりました。   
今後も事業構造の改革および企業基盤の確立を図り、お客様に喜ばれる優れた製品と
サービスの提供に努力してまいります。 
 
(2)経営の基本方針 
依然として先行き不透明な経済環境とグローバル化が一段と進行する厳しい経営環境
の中で確実に利益を生み出す事業構造を構築するため、当社グループの基幹製品群のさ
らなる安定化と高収益化に取り組んでまいります。 
具体的には、高度化技術を取り入れた製品開発と海外市場を視野に入れた市場拡大を重
点におき、強力に推進してまいります。 
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(3)会社が対処すべき課題  
当社グルーブにおけます対処すべき課題は、激しく変化する経営環境においても、
継続的に収益を維持・向上させることができる企業体質を確立することと、企業とし
ての経営戦略の早期達成を目的とした条件づくりであります。 
1) 高度化技術への対応 
これまで蓄積してきた技術力を活かすとともに新技術を取り入れた製品開発に力
を入れていきます。 

2) 原価低減活動  
世界的コスト競争の中で勝ち抜いていための画期的な原価低減に取り組んでまい
ります。 
3) 海外市場の拡大、海外調達の推進 
基幹製品群を取り巻く環境、動向を把握する中で、国内市場を維持向上させつつ
海外市場の拡大と原価低減活動の視点から海外調達を更に推進していきます。以
上の他、財務体質の改善、課題を成し遂げる人材の開発・育成に力を入れていき
ます。 
また、近年重視されております環境問題にも企業としての責任を果たしてまいり
ます。 

3. 経営成績 
(1) 当上半期の概況 
当上半期のわが国経済は、堅調な輸出にけん引された生産活動の活発化などにより、民
間設備投資が増加に転じたことに加えて、株式市場における株式相場が上昇したことなど
から、景気は底バイの状態から回復の兆しが見られましたものの、個人消費は依然として
横ばいを続け、完全失業率が高水準で推移するなど、総じて低迷した状況が続き、デフレ
不況から回復の展望が見えない不透明な状況で推移いたしました。 
このような経済環境のもとにおいて、連結での上半期の売上高総額は、電装品事業にお
けるディーゼル排ガス規制強化(2003年10月施行…都条例・NOｘ規制等)に伴う買い換え需
要拡大による受注増加などにより、前年同期対比15.3％増の１５２億３０百万円となりま
した。  
事業別（連結）の概況は次のとおりとなっております。 
 

[電装品事業] 
国内同業界は、ディーゼル排ガス規制強化に伴う買い換え需要拡大などの受注増加によ
り、国内普通トラック総需要は前年同期の実績を大幅に上回る結果となりました。また、
輸出につきましても、東南アジア向けが好調に推移したことなどにより、電装品の当上半
期売上高は前年同期対比29.1％増の５５億６９百万円となりました。 
[発電機事業] 
発電機事業の売上の大部分は海外市場へ向けられております。米国向・中近東向けなど
が堅調に推移したことなどにより、発電機の当上半期売上高は、前年同期対比11.8％増の
７６億６２百万円となりました。 
[冷蔵庫事業] 
冷蔵庫事業の国内につきましては、長引く消費不況の影響を受け大幅に減少し、また、
輸出につきましても、主力市場のひとつである米国の大型トラック向冷蔵庫の受注が減少
したことや豪州向けが減少したことなどから、冷蔵庫の当上半期売上高は前年同期対比
0.6％増の１５億８９百万円となりました。 
[その他の事業] 
情報処理関連事業、運送業等その他の事業における当上期売上高は、前年同期対比
10.7％減の４億８百万円となりました。 
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(2) 下半期の見通し 
下半期につきましては、電装品は、国内普通トラック総需要はディーゼル排ガス規制強
化による需要増があるものの上半期対比では減少する見込みであり、輸出につきましては、
東南アジア向けは堅調に推移するとみられますものの、電装品売上高は上半期対比では減
少の見込みであります。発電機につきましては、流通在庫の調整も進んだことなどから、
米国・中近東向けともに堅調に推移するとみられますものの、為替相場などの懸念材料も
あり、発電機売上高は上半期対比減少する見込みであります。また、冷蔵庫につきまして
は、国内向けが不需要期になりますものの、輸出は豪州が需要期になり増加が見込まれま
すことなどから、国内外合わせまして冷蔵庫売上高は上半期対比若干増加する見込みであ
ります。 
以上により通期におけます連結業績の見通しは以下のとおりであります。 

売上高 ２８８億２１百万円
経常利益 ６億５５百万円
当期純利益 ２億２７百万円

今後ともグループ全社をあげて国内外市場における販路の拡大、原価低減活動、経費削
減活動など、経営全般にわたる改革を行ってまいります。 
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4-I.中間連結貸借対照表 
 

 
科目 
 

当中間期末 
（15.9.30） 

前中間期末 
（14.9.30） 

前期末 
（15.3.31） 

 百万円 百万円 百万円

流動資産 9,520 8,191 8,963 

現金及び預金 700 608 837 
受取手形及び売掛金 5,119 4,327 4,637 
たな卸資産 3,348 3,042 3,238 
繰延税金資産 278 106 195 
その他 128 116 98 
貸倒引当金 △53 △10 △43 
    
固定資産 7,065 7,368 6,887 

有形固定資産 （4,386） （4,522） （4,532）
建物 1,187 1,239 1,226 
機械装置 1,586 1,647 1,711 
土地 1,054 1,050 1,052 
その他 558 585 540 
    
無形固定資産 （67） （58） （76）
    
投資その他の資産 （2,611） （2,787） （2,279）
投資有価証券 2,493 2,658 2,155 
繰延税金資産 14 6 11 
その他 119 122 127 
貸倒引当金 △15 △0 △15 
    

合   計 16,586 15,560 15,851 
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科目 
 

当中間期末 
（15.9.30） 

前中間期末 
（14.9.30） 

前期末 
（15.3.31） 

 百万円 百万円 百万円

流動負債 9,569 8,791 9,336 

支払手形及び買掛金 5,771 4,764 4,835 
短期借入金 2,416 3,219 3,201 
未払法人税等 327 26 21 
賞与引当金 362 263 359 
製品保証引当金 18 11 15 
その他 675 505 903 
    
固定負債 2,585 2,555 2,501 

長期借入金 324 569 411 
繰延税金負債 30 80 31 
退職給付引当金 2,138 1,789 1,943 
役員退職慰労引当金 92 112 113 
その他 - 3 0 
    

負債計 12,155 11,346 11,838 
    

少数株主持分 108 110 107 
    

資本金 1,080 1,080 1,080 
資本剰余金 117 117 117 
利益剰余金 1,856 1,620 1,672 
その他有価証券評価差額金 1,202 1,264 1,000 
為替換算調整勘定 66 20 36 
自己株式 △1 △0 △1 
    

資本計 4,322 4,102 3,905 

合   計 16,586 15,560 15,851 
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4-Ⅱ.中間連結損益計算書 
 

 
科目 

当中間期 
自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日

前中間期 
自 平成14年 4月 1日 
至 平成14年 9月30日 

前期 
自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

 百万円 百万円 百万円
    
売上高 15,230 13,207 27,210 
    
売上原価 13,935 12,059 24,762 
販売費及び一般管理費 895 852 1,862 
    

営業利益 399 296 585 

    
営業外収益 （40） （16） （70）
受取利息 1 1 2 
受取配当金 9 9 17 
為替差益 20 - 32 
その他の収益 8 5 17 
    
営業外費用 （16） （53） （125）
支払利息 7 15 28 
為替差損 - 33 - 
その他の費用 9 4 96 
    
経常利益 423 259 531 

    
特別利益 （1） （142） （151）
貸倒引当金戻入額 - 2 - 
投資有価証券売却益 1 140 140 
その他特別利益 0 - 11 
    
特別損失 （135） （121） （246）
投資有価証券評価損 - 0 3 
固定資産廃却損 14 - 0 
退職給付会計基準変更時差異償却額 121 121 242 
    

税引前中間（当期）純利益 289 280 436 

法人税、住民税及び事業税 330 28 44 
法人税等調整額 △222 92 185 

少数株主損益 △2 △6 9 

中間（当期）純利益 183 165 216 
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4-Ⅲ.中間連結剰余金計算書 
 

科   目 
当中間期 

自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日

前中間期 
自 平成14年 4月 1日 
至 平成14年 9月30日 

前期 
自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

 百万円 百万円 百万円
(資本剰余金の部)    
    
資本剰余金期首残高 117 117 117 
資本剰余金中間期末(期末)残高 117 117 117 
    
(利益剰余金の部)    
    
利益剰余金期首残高 1,672 1,454 1,454 
    
利益剰余金増加高    
初年度新規連結に伴う剰余金の増加高 - 0 0 
中間(当期)純利益 183 165 217 
    
利益剰余金減少高 - - - 
    
利益剰余金中間期末(期末)残高 1,856 1,620 1,672 
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4-Ⅳ.中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

科   目 
当中間期 

自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日

前中間期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

前期 
自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー 百万円 百万円 百万円

税金等調整前中間(当期)純利益 289 280 436 

減価償却費 335 321 679 

貸倒引当金の増減額 10 △1 46 

賞与引当金の増減額 3 △24 71 

製品保証引当金の増減額 - 0 4 

退職給付引当金の増減額 194 131 286 

役員退職慰労引当金の増減額 △21 △60 △59 

受取利息及び受取配当金 △10 △10 △20 

支払利息 7 15 28 

為替差損益 0 3 9 

投資有価証券評価損 - 0 3 

投資有価証券売却益 △1 △140 △140 

有形固定資産廃却損 14 0 0 

有形固定資産売却益 △0 - - 

売上債権の増減額 △438 721 411 

たな卸資産の増減額 1 140 △55 

仕入債務の増減額 803 △207 △136 

未払消費税等の増減額 △9 △29 △15 

その他 △108 △274 △41 

小   計 1,068 864 1,508 

利息及び配当金の受取額 10 10 20 

利息の支払額 △7 △15 △28 

法人税等の支払額 △44 △31 △48 

営業活動によるキャッシュ･フロー 1,027 828 1,450 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー    

定期預金の預入による支出 △10 △10 △28 

定期預金の払戻による収入 10 10 28 

有形固定資産の取得による支出 △301 △434 △648 

有形固定資産の売却による収入 0 0 0 

投資有価証券の売却による収入 2 210 211 

貸付けによる支出 △5 △0 △4 

貸付金の回収による収入 13 8 20 

その他 △2 △0 △13 

投資活動によるキャッシュ･フロー △292 △215 △434 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー    

短期借入金の増減額 △773 △1,750 △1,803 

長期借入れによる収入 15 18 32 

長期借入金の返済による支出 △113 △123 △259 

その他 △0 - △0 

   財務活動によるキャッシュ･フロー △872 △1,856 △2,030 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △10 △11 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △136 △1,254 △1,025 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 818 1,479 1,479 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物

  の増加額 
- 364 364 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 681 589 818 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

1.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 4社 

㈱ｴｽ･ｴｽ･ﾃﾞｰ、㈱ｴｽ･ﾃｰ･ｴｽ、ｴﾝｹﾞﾙ･ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰｼｮﾝPty.Ltd、ﾏｰｺﾝ ｻﾜﾌｼﾞ Ltd 

(2)非連結子会社 該当なし 

 

2.持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社 該当なし 

(2)持分法非適用の非連結子会社 該当なし 

 

3.連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうちｴﾝｹﾞﾙ･ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰｼｮﾝPty.Ltd、ﾏｰｺﾝ ｻﾜﾌｼﾞLtdの中間決算日は6月30日である。 

中間連結財務諸表の作成に当たっては、中間決算日現在の財務諸表を使用している。ただし、中間

連結決算日までに発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。 

 

4.会計処理基準に関する事項 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 

時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 原価法に基づく移動平均法 

②デリバティブ 時価法 

③たな卸資産  
製品・仕掛品・原材料 原価法に基づく先入先出法 

貯蔵品 原価法に基づく最終仕入原価法 

(2)減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、定率法を採用している。 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては、定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下の通りである。 

建物及び構築物    3年～47年 

機械及び装置     10年～11年 

海外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用している。

②無形固定資産 

 

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、定額法を採用している。 

ただし、ソフトウェア(自社利用)については社内における見込み利用可能期

間(5年)による定額法を採用している。 

海外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用している。

(3)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 中間連結会計期間末の債権の貸倒に備え、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上している。 

②賞与引当金 

 

従業員の賞与支給に備え、支給見込額のうち当中間連結会計期間の負担額を

計上している。 

③製品保証引当金 連結財務諸表提出会社は、製品販売後の無償サービス費用の支出に備え、補

修費の実績率に基づき、当中間連結会計期間の負担額を計上している。 

④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認

められる額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異（1,211百万円）については、5年による按分額を

費用処理している。 

⑤役員退職慰労引当金 連結財務諸表提出会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく中間連結会計期間末要支給額を計上している。 
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(4)リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

(5)ヘッジ会計の処理 

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約について振当処理の要件を

満たしている場合には振当処理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

  ヘッジ対象 外貨建売上債権 

③ヘッジ方針 外貨建取引に係る為替変動リスクを回避する目的で、外貨建売上債権につい

て為替予約取引を行っている。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計額を比較し、両者の変動額等を基礎にして評価して

いる。 

(6)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

 

5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から3ヶ月以内に受渡日の到来する短期投資からなっている。 

 

 

(中間連結貸借対照表の注記) 

 当中間期末 前中間期末 前期末  

     

1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示してある。    

2. 有形固定資産の減価償却累計額 11,768 11,572 11,624 百万円

3. 有形固定資産の国庫補助金による圧縮記帳額 57 57 57 百万円

4. 担保に供している資産         有形固定資産 1,648 1,734 1,683 百万円

5. 保証債務 - 30 - 百万円

 (-) (253) (-) 千ﾕｰﾛ 

6. 受取手形割引高 - 32 - 百万円

    

(中間連結損益計算書の注記)    

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示してある。 

 

(中間連結キャッシュ･フロー計算書の注記) 当中間期末 前中間期末 前期末  

    

現金及び預金勘定 700 608 837 百万円

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 
預金期間が3ヶ月を

超える定期預金 △18 △ 18 △18 百万円

 現金及び現金同等物 681 589 818 百万円
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(リース取引の注記) 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記。 

  当中間期 前中間期 前期 

(1)リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計相当額

及び(中間)期末残高相当額 

 取 得

価 額

相当額

減価

償却

累計額

期末

残高

相当額

取 得

価 額

相当額

減価

償却

累計額 

期末 

残高 

相当額 

取 得 

価 額 

相当額 

減価

償却

累計額

期末

残高

相当額

  単位：百万円 単位：百万円 単位：百万円 

 工具器具備品 178 139 39 269 199 69 269 216 52

 車両運搬具 4 3 1 4 2 2 4 2 1

 合計 182 142 40 273 202 71 273 219 54

    

  当中間期 前中間期 前期 

    

一年内 22 百万円 34 百万円  25 百万円(2)未経過リース料(中間)期

末残高相当額 一年超 18 百万円 37 百万円  29 百万円

 合計 40 百万円 71 百万円  54 百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額   

支払リース料 14 百万円 26 百万円  46 百万円

減価償却費相当額 14 百万円 26 百万円  46 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

(注) 取得価額相当額および未経過リース料（中間）期末残高相当額の算定は、有形固定資産の（中

間）期末残高等に占める未経過リース料（中間）期末残高の割合が低いため、支払利子込み法に

よっている。  

 

2.オペレーティング･リース取引に係る注記。 

  当中間期 前中間期 前期 

未経過リース料 一年内 20 百万円 28 百万円  11 百万円

 一年超 9 百万円 54 百万円  12 百万円

 合計 29

 

百万円 83 百万円  23 百万円

 

 

 

 

 



 12

(有価証券の時価等) 

当中間期（平成15年 9月30日現在） 

 

1.時価のある有価証券                           （単位：百万円） 

 当中間期（平成15年9月30日現在） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差 額 

株式 458 2,478 2,020 

2.時価評価されていない有価証券          （単位：百万円） 

 当中間期（平成15年9月30日現在） 

その他有価証券 貸借対照表計上額 

非上場株式 43 

 

前中間期（平成14年 9月30日現在） 

 

1.時価のある有価証券                         （単位：百万円） 

 前中間期（平成14年9月30日現在） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差 額 

株式 463 2,643 2,179 

2.時価評価されていない有価証券          （単位：百万円） 

 前中間期（平成14年9月30日現在） 

その他有価証券 貸借対照表計上額 

非上場株式 43 

 

前期末（平成15年 3月31日現在） 

 

1.時価のある有価証券                         （単位：百万円） 

 前期（平成15年3月31日現在） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差 額 

株式 459 2,140 1,680 

2.時価評価されていない有価証券          （単位：百万円） 

 前期（平成15年3月31日現在） 

その他有価証券 貸借対照表計上額 

非上場株式 14 

 

（デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益） 

当中間期末 （平成15年 9月30日現在） 

   当社及び連結子会社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、該当事項 

はない。 

前中間期末 （平成14年 9月30日現在） 

   該当事項なし 

前期末 （平成15年 3月31日現在） 

   該当事項なし 
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(セグメント情報） 
1.事業の種類別セグメント情報 
当中間期（自 平成15年 4月 1日 至 平成15年 9月30日）                （単位：百万円）

 電装品事業 発電機事業 冷蔵庫事業 その他事業 計 消去又は全社 連結 

       
売上高        

       
(1)外部顧客に対する売上高 5,569 7,662 1,589 408 15,230 - 15,230 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
又は振替高 

- - - - - (-) - 

計 5,569 7,662 1,589 408 15,230 (-) 15,230 
      

営業費用 5,112 7,400 1,521 386 14,421 408 14,830 
営業利益 457 262 67 21 808 (  408) 399 
 
前中間期（自 平成14年 4月 1日 至 平成14年 9月30日）                （単位：百万円）

 電装品事業 発電機事業 冷蔵庫事業 その他事業 計 消去又は全社 連結 

       
売上高        

       
(1)外部顧客に対する売上高 4,315 6,854 1,580 457 13,207 - 13,207 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又は振替高 

- - - - - (-) - 

計 4,315 6,854 1,580 457 13,207 (-) 13,207 
       

営業費用 3,904 6,606 1,531 408 12,450 460 12,911 
営業利益 410 248 48 49 757 (460) 296 
 
前期（自 平成14年 4月 1日 至 平成15年 3月31日）                  （単位：百万円）

 電装品事業 発電機事業 冷蔵庫事業 その他事業 計 消去又は全社 連結 

       
売上高        

       
(1)外部顧客に対する売上高 9,067 14,025 3,243 874 27,210 - 27,210 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又は振替高 

- - - - - (-) - 

計 9,067 14,025 3,243 874 27,210 (-) 27,210 
       

営業費用 8,175 13,600 3,114 846 25,737 887 26,624 
営業利益 891 424 128 27 1,472 (887) 585 
 

(注)1.事業区分の方法 
事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分している。 
2.各区分に属する主要な製品 
事業区分 主要製品 
電装品事業 スタータ、オルタネータ、ＤＣモータ、関連制

御機器 
発電機事業 可搬式発動発電機他 
冷蔵庫事業 車載用電気冷蔵庫他 
その他 情報処理関連事業他 
3.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 
 当中間期 前中間期 前期 主な内容 

百万円 百万円 百万円
408 460 887 

消去又は全社
の項目に含め
た配賦不能営
業費用 

   

基礎的試験研究費、企業イメー
ジ広告に要した費用及び当社の
総務・経理部門等の管理部門に
係る費用 
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2.所在地別セグメント情報 

 

当中間期（自 平成15年 4月 1日 至 平成15年 9月30日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が９０％超であるため、記載を省略し

ている。 

 

前中間期（自 平成14年 4月 1日 至 平成14年 9月30日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が９０％超であるため、記載を省略し

ている。 

 

前期（自 平成14年 4月 1日 至 平成15年 3月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が９０％超であるため、記載を省略し

ている。 

 

3.海外売上高 

 

当中間期（自 平成15年 4月 1日 至 平成15年 9月30日） 

                   （単位：百万円） 

 アジア その他 計 

Ⅰ海外売上高 1,702 2,452 4,155 

Ⅱ連結売上高 - - 15,230 

Ⅲ海外売上高の連結売上高 

 に占める割合（％） 

11.2 16.1 27.3 

 

前中間期（自 平成14年 4月 1日 至 平成14年 9月30日） 

                   （単位：百万円） 

 アジア その他 計 

Ⅰ海外売上高 1,945 1,592 3,537 

Ⅱ連結売上高 - - 13,207 

Ⅲ海外売上高の連結売上高 

 に占める割合（％） 

14.7 12.1 26.8 

 

前期（自 平成14年 4月 1日 至 平成15年 3月31日） 

                   （単位：百万円） 

 アジア その他 計 

Ⅰ海外売上高 3,770 3,396 7,167 

Ⅱ連結売上高 - - 27,210 

Ⅲ海外売上高の連結売上高 

 に占める割合（％） 

13.8 12.5 26.3 

 

(注)1. 国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

2. 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりである。 

(1) アジア・・・・・・中国、台湾、韓国、ベトナム､タイ、シンガポール、 

中近東各国他 

(2) その他・・・・・・南北アメリカ､ヨーロッパ、アフリカ、オセアニア 

3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 


